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植民地官僚の形成と交流―関東州・満洲国・拓務省
の役割





その他のタイトル Shokuminchi kanryo no keisei to kouryu: Kanto








る。ただし、そもそも 「植民地官僚」 とい う概念規定も未だにされていないのが現状であ
る。概念規定の上で検討しなけれぽならない定義は2点 ある。まず一つ目は 「植民地」 と
い う場所、二つ目は 「官僚」とい う人材についてである。
まず、「植民地官僚」における 「植民地」の地域的条件は何であろ うか。朝鮮や台湾 と
いった1ヶ 所に限られた地域を条件にする場合と朝鮮や台湾、満洲、樺太、南洋群島とい
う複数 の地域が関係す る場合 とがある。 さらに、内地の官僚人事 システムとの関係の濃淡




象 としているのは文官高等試験を合格 した奏任官以上の高等官(キ ャリア)だ けなのか、
それ とも判任官以下(ノ ンキャリア)を 含めた ものなのか明確な定義がなされてこなかっ
た。筆者は、ノンキャリアとキャリア官僚 との統治における決定権も影響力も全 く違 うと











とも繋が りを持つ専門性の低い高等官(キ ャリア官僚)を 「植民地官僚」 と定義づけて、
彼 らの形成に深い関係を持つ人事交流に焦点を絞って分析を行 うこととする1。
なお、上記の定義を行 った うえで、さらに考えなければならない重要な前提がある。 日
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本の植民地統治は、当初から確固とした方針があったわけではなく、その時々の問題への
対処 とい ういわば近視眼的かつ場当た り的な側面が強かった。それが顕著だった例 として
は、植民地の中央統轄機関をめぐる迷走が挙げられ よう2。こうした植民地統治体制の不安
定 さは、植民地官僚養成にも大きな影響を与えてお り、 とりわけ人事交流の面において顕
著であった。
植民地統治体制 と官僚人事をめ ぐる大きな時代的転換は1929年 の拓務省設置と1932年
の満洲国建国であった。拓務省に関 しては、植民地間の人事交流を調整する役割を持つ と
同時に、将来的には植民地官僚群の形成母体 となる可能性を持っていた。一方、満洲国の











1.関 東 州 と人事 の 「中継 」
満洲国建国以前の植民地におげる官僚人事交流を考える上で重要な要素は、関東庁(前
身の関東都督府及び後身の関東局を含む)の 存在である。関東州は、面積にすれば滋賀県
ほどの大きさでしか無 く、また満鉄附属地においては教育 ・衛生 ・土木行政を満鉄が行っ
1「 植民地官僚」 という視点から日本の植民地支配体制を明らかにしようとする試みは、1990年 代
後半以降に本格化する。先駆的な研究としては、山室信一 「植民帝国 ・日本の構成 と満洲国一統
治様式の遷移と統治人材の周流一」(ピ ーター ・ドウス/小 林英夫編 『帝国という幻想一 「大東
亜共栄圏」の思想と現実』青木書店、1998年)が 、 「統治様式の遷移」と 「統治人材の周流」 と
いう二つの概念を使って、満洲国内での人材登用 と内地および植民地から満洲国への人材流入の
実態分析に取 り組んだものとして挙げられる。その後、拙稿 「植民地統治における官僚人事一伊
沢多喜男と植民地」(大 西比呂志編r伊 沢多喜男と近代日本』芙蓉書房出版、2003年)、 木村健二
「朝鮮総督府経済官僚の人事 と政策」および波形昭一 「植民地台湾の官僚人事 と経済官僚」(共 に
波形昭一 ・堀越芳昭編著 『近代日本の経済官僚』 日本経済評論社、2000年 所収)な どが発表さ
れ、近年では、李炯植 「『文化統治』初期における朝鮮総督府官僚の統治構想」(『史学雑誌』第
115編 第4号 、2006年4,月)の ように朝鮮総督府内部での官僚養成システムを扱った研究成果も






















た。そして、租借地 として獲得 した関東州と満鉄沿線の鉄道附属地の統治機関 として関東
都督府が新設され、新組織内の行政官を台湾総督府から補充 した。 これは、児玉一後藤新






5,月に関東州民政署事務官兼任 となり、関東州へ渡る。そ して、2ヶ 月後の7月 には専任
となり、台湾総督府参事官兼任 となった。 これによって正式に関東州が本務となり、以後
1907年10月 に佐賀県内務部長へ転任す るまで関東都督府官僚(民 政部庶務課長兼大連民
政署長)で あった。関屋は台湾時代に総督の児玉源太郎が内務大臣を兼任した際に大臣秘
書官(兼 任)と なり、大臣辞任後は総督秘書官(兼 任)に なっていたことから推測するに
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の上司であった石塚英蔵である。東拓総裁は1年 で辞職す るが(1924年11,月)、4年 後の
1928年12月 に再任された(1930年12,月 辞職)5。
政策中枢に関わった関屋や宮尾のような幹部 クラスのキャリアパスの背景には人的関係








1909年 から1936年 までの入庁者48名 の中で関東州または満洲国で官僚生活を終えた者
は24名(満 洲国は3名 。中途退官 ・死没者含む)、内 地で終えた者14名 、その他外地で
終えた者5名 、不明5名 である。関東州 ・満洲国で終えた者は半数を占める(そ の間に他
機関へ転出したかは不明)。一方、内地 または朝鮮総督府などへ転出した者 も判明した分だ











関東都督府 ・関東庁 ・関東局入省者(括 弧内は1945年 までの最終官歴)
1909年:小 池寛次(農 商務書記官:1924年 退官)
1910年:田 中千吉(大 連民政署長:1930年 退官)
佐藤豊次郎(不 明)
西山茂(北 海道内務部長:1935年 退官)
1911年:植 田稔一(秋 田県男鹿郡長:1917年 退官)
1920年:岐 部与平(間 島省長:不 明)
1921年:川 合又一(衛 生課長:1930年 退官)
1922年:米 内山震作(関 東州庁財務部長:1938年 退官)
1924年:増 田道義(京 城法専校長:1944年 退官)
森重干夫(大 東亜省参事官:1946年 退官)
1925年:片 山史良(大 連警察署長:1928年 退官)
1926年:田 中稔(外 務事務官:1945年 死没)





1928年:蟻 川久太郎(関 東局専売局長:戦 後退官)
山口倭太郎(関 東州庁経済部長:1945年 退官)





















1933年:小 田原登四郎(島 根県経済部長:戦 後退官)
藤本重一(陸 軍司政官:戦 後退官)
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けでも19名 にのぼ り、決 して少なくはなかった。
内地へ転出した事例 として、山中徳二(1927年 文官高等試験合格 ・1928年 東大法卒)
を取 り上げてみる。1928年4月 に関東庁に入った山中はまず内務局殖産課(属)に 配属さ
れ、1930年12月 には大連民政署地方課長(理 事官)と な り、1932年3,月 に事務官、同年
9月 には内務局商工課長を歴任した。そして、関東庁が関東局へ再編された後の1936年8
,月には関東局司政部殖産課長、翌37年7月 には官房秘書課長、同年12,月 には司政部行政
課長 となった。その後、1938年12,月 に興亜院へ転任し経済部四課に勤務(調 査官)、さら
に1941年3月 に拓務省へ移 り拓北局開拓課長、翌42年1.月 には官房会計課長 となった。
拓務省が廃止された後は大東亜省所属となり、人事課長(1943年2月 ～5会 計課長兼務)
のまま敗戦を迎える。敗戦によって大東亜省が廃止されると外務省管理局第一部長(参 事







なお、歴代の関東局総長である長岡隆一郎 ・大野緑一郎 ・武部六蔵 ・大津敏男 ・三浦直
彦のいつれも内務官僚であった。また、歴代の関東州庁長官である大場鑑次郎・竹下豊次・









大津 ・三浦は前述の通 り、今吉は拓務省拓北局長か ら大東亜省満洲事務局長を経て就任し
た。
関東都督府 ・関東庁時代では、歴代の関東都督府民政長官は石塚英蔵 ・中村是公 ・白仁
武 ・宮尾舜治であるが、児玉一後藤の台湾人脈である石塚 ・中村は別 として、白仁 ・宮尾
の場合、前述 した ように宮尾は台湾総督府 と拓殖局で植民地行政に携わった経験があ り、
白仁 も内務官僚であったが一時期、拓殖務省が設置された際、拓殖務省事務官として短期
間ながらも植民地行政に関わった とい う経歴を持つ。そして、民政長官から内閣拓殖局長










れに適 した内地官庁からの転任者が就いていた。関東庁の中核組織は、長官官房(秘 書 ・
文書 ・外事課 ・審議室)・ 内務局(地 方 ・学務 ・殖産 ・土木課)・警務局(警 務 ・保安 ・衛
生課)・財務部(経 理 ・財務課)で あったが、財務課長のポス トは、特別会計を主管 とす る
大蔵省からの転任者によって占められ(初 代課長で日銀出身の阪谷希一を除 く)、生え抜
きの官僚が課長になるのは1942年9月 に成田政次がはじめてであった とされる7。理由と





















たことを理解 してお く必要があろ う。
7成 田政次rア カシヤと赤い夕陽 と一成田政次遺稿抄』(非 売品,1984年)162頁 。
8関 東州庁長官官房庶務課編 『関東州施政三十年回顧座談会』(1937年)50頁 。
9斎 藤内閣期の植民地人事交流については、前掲 「植民地統治における官僚人事」参照。
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で、途中から内務省所属 となった。その後、1924年12.月 に長野県警察部長 となったが、
長野事件(警 察署統廃合問題を切っ掛けにした暴動事件)に よって依願免官(1926年8
月)、2年 にわたる浪人生活の後、1928年9月 に台湾総督府文教局社会課長 となった。 この
台湾行きは、福岡県庁時代の上司であった総務長官河原田稼吉か らの直接の誘いによるも
のであった10。その後1931年5月 、太田政弘総督になった直後に行われた人事異動によっ




話は前年末の12月 下旬だった とされ ることから、在満機構改革によって関東庁が縮小され
関東局 ・関東州庁が新設されたことと大きな関係があろ う。機構改革前は関東庁警務局長
で改革後に短期間ながら関東州庁長官となっていた大場鑑次郎を転出させるための人事で
あった可能性が高 く、関東軍は在満機構 改革の最中に総辞職騒動を起こして抵抗 した旧関













では中堅幹部以上を外部からの補充に頼 らざるを得なかった(拓 務省幹部一覧参照)。 しか



















朝鮮総督府(威 鏡南道知事)→ 拓務省(殖 産局長)→ 拓務次官→辞職→朝鮮鉱業振興会社社長
⑦田中武雄(T4・ 明大M45卒):1939.4/15-1940.10/9
内務省→朝鮮総督府(外 事課長)→ 拓務政務次官→朝鮮総督府(警 務局長)→ 中華民国新民会
監察部次長→拓務次官→依願免官→朝鮮総督府政務総監
⑧北島謙次郎(T6・ 東大法T6卒):1940.10/9-1941.12/26
大蔵省→拓殖局(第 一課長)→ 拓務省(殖 産局長)→ 南洋庁長官→辞職→拓務次官→辞職→第
16軍 司令部付陸軍専任嘱託
⑨植場鉄三(T11・ 京大経T10卒):1941.12/26-1942.11/1
内務省→樺太庁(農 林部長)→ 拓務省(殖 産局長)→ 辞職→拓務次官→辞職→中支那振興副総
裁
【大臣官房】
秘書課長:高 橋周三(内 閣拓殖局庶務課長)→ 高山三平→杉田芳郎→植場鉄三→今吉敏雄→赤木
親之(兼)→ 大野季夫→福島四雄i三→増本甲吉









【管 理 局 長 】
① 成 毛 基 雄(M38・ 法 大M34卒):1929.6/10-7/9
大 蔵 省 → 内務 省 → 内閣 拓 殖 局 長(1927.5/2-1929.6/10)→ 拓 務 省(管 理 局 長)→ 退 官
② 生 駒 高 常(T2・ 東 大 経T2卒):1929.7/9-1935.1/15
大 蔵 省 → 内務 省 → 拓 務 省(管 理 局 長)→ 石 川 県 知 事
③ 萩 原 彦 三:!g35.2/4_1g36,g/1g
④ 入 江 海 平(事 務 取 扱):1936.9/19-10/!6
⑤ 植 場 鉄 三:1936.10/16_1g37.5/14
⑥ 棟 居 俊 一(T6・ 東 大 法T7卒):1937.5/14-1938.5/7
大 蔵 省 → 拓 務 省(管 理 局 長)→ 樺 太 庁 長 官
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大蔵省(仙 台税務署長)→ 拓務省(朝 鮮部第二課長)→ 対満事務局(行 政課長)→ 企画院(文
書課長)→ 拓務省(管 理局長)→ 陸軍司政長官→大東亜省(満 洲事務局長)
⑨中野勝次(T13・ 東大法T14卒):1942.1/13-!1/1
朝鮮総督府→拓務省→大東亜省(漢 口総領事)
第一課長(地 方課長→行政課長):松 田正之(内 閣拓殖局書記官)→ 北島謙次郎→笹川恭三郎→
一番 ヶ瀬佳雄→本多保太郎→渡部肆郎→橋爪恭一→栢原依郎




【殖 産 局 長 】
① 殖 田 俊 吉(T3・ 東 大 法T3卒):1929.6/10-1931.5/8
大 蔵 省 → 内 閣総 理 大 臣秘 書 官 → 拓 務 省(殖 産 局 長)→ 台 湾 総 督 府(殖 産 局 長)
② 田 原 和 男(T1・ 東 大 法T2卒):1931.5/8-11/21
大 蔵 省 → 京 都市 助役 → 内 閣総 理 大 臣 秘 書 官→ 辞 職 → 拓務 省(殖 産 局長)→ 南 洋庁 長 官
③ 阪 谷 希 一(T2・ 東 大 法T3卒):1931.11/21-1932.1/13
日本 銀 行 → 関 東 庁(財 務 課 長)→ 拓 務 省(官 房 文 書 課長 兼 殖 産 局長 心得)→ 満 洲 国財 政 部 総 務
司 長
④ 北 島 謙 次 郎:1932.1/13-1936.9/19
⑤ 萩 原 彦 三:1936.g/1g_1g37.5/14
⑥ 植 場 鉄 三:1937.5/14-1941.8/20
⑦ 竹 内徳 治(T11・ 東 大 法T12卒):1941.8/20-1942.11/1
大 蔵 省 → 拓 務 省(殖 産 局長)→ 対満 事 務 局 → 香 川 県 知事
第一課長(農 林課長):高 山三平→棟居俊一(兼)→ 稲垣征夫→植場鉄三→本多保太郎→矢島慧
(事務取扱)→ 福島四雄三→佐々木金太郎→佐藤勝也












内務省(東 京市社会局長)→ 朝鮮総督府(京 畿道知事)→ 拓務省(拓 務局長)→ 新潟県知事
④森部隆(T8・ 東大法T9卒):1940.4/9-11/13
東洋拓殖株式会社→内務省→拓務省→台湾総督府(鉱 工局長)






第三課長(事 業課長→南洋課長):高 山三平(兼)→ 一番 ヶ瀬佳雄→宮木広大→島田昌勢→川本
邦雄
総務課長:梁 井淳二
【拓 南 局 長 】
① 森 部 隆:1940.11/13_1941.5/14
② 川 村 直 岡(T7・ 東 大 法T8卒):194!.5/14-1941.12/26
拓 殖 局 → 台 湾 総 督 府 → 拓 務 省(拓 南 局 長)→ 陸 軍 司 政 長 官
③ 植 場 鉄 三(事 務 取 扱):1941.12/26-1942.1/13
④ 森 重 干 夫(T13・ 東 大 法T14卒):1942.1/!3-11/1
関 東 庁(金 州 民 政 支 署 長)→ 拓務 省(東 亜 課 長)→ 満 洲 国(拓 政 司長)→ 拓 務 省(会 計 課 長)
→ 関 東 局(司 政 部 長)→ 拓 務 省(拓 南局 長)→ 大 東 亜 省(参 事 官)





内務省→拓務省(朝 鮮部第一課長 ・管理局企画課長 ・管理課長)→ 関東局(司 政部長)→ 拓務













とにな る(1931年6月)。 産児制限問題 の責任をとって社会局長を辞任 した後に秘書官の
声が掛かった ともいわれるが、朝鮮行きが決まってから辞任したのかその経緯は不明であ
る。朝鮮行ぎは宇垣一成 との個人的関係が大きく関係していたことは事実であるが、郷里
が同じ岡山 とい うこと以上の具体的な理 由は明らかではない13。
朝鮮へ渡った安井は専売局長 ・京畿道知事を歴任したが、宇垣辞任後に朝鮮を去った。
13安 井誠一郎氏記念像建設委員会編 ・発行r安 井誠一郎伝』(1967年)302～304頁 。ちなみに、宇
垣内閣流産騒動の最中、「組閣本部」で中心的な活動をしていたのは安井であった。
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次に拓務官僚が植民地官庁へ転出する事例 として、樺太庁 と南洋庁の長官ポストを取 り
上げてみる。
樺太庁長官の場合、拓務省が存在 していた時期の歴代長官(懸 忍 ・岸本正雄 ・今村武志 ・





南洋庁長官の場合、歴代長官(横 田郷助 ・堀口満貞 ・田原和男 ・松田正之 ・林寿夫 ・北
島謙次郎 ・近藤駿介)の 内、田原 ・松田 ・北島が拓務省からの転任(正 確には松田は辞職






られる。 この他にも森部隆のように拓務局長から台湾総督府鉱工局長へ転任 した事例 もあ
るが、台湾総督府 との人的繋がりは薄 く、満洲国や朝鮮総督府 との繋がりはほとんど無い




14同 上 書 、314頁 。
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3.満 洲 国 と人 事 の 「交 流 」
1934年12,月26日 に対満事務 局が設置 された ことに よって、満 洲国 との官僚 の人事交流
は、対満事務 局の所管 となった。す なわち、拓務省 が担 っていた 日満人事調整 は、わずか
3年 に して対満事務局へ引 き継がれた。以後、1942年11,月 の大東亜省設置 まで約8年 間 、
対満事務局 が人事調整 の役割 を担 うことにな る。
対満事務局 自体 は、総裁 は陸相兼任 となっていたため、(総 裁秘書官 も陸軍軍人が兼 任)、
実質 的 な業務 は次長 が中心 とな っていた。初代次長 は大蔵省 出身 の川越丈雄 が就任(～
1936.3/13)、 以後、青木一男(～1937.10/25)・ 原邦道(～1939.12/21)・ 竹 内徳 治(次 長
心得:～1940.3/11)・ 荒川昌二(～1941.11/27)・ 竹 内新 平(～1942.11/1)の 歴代次長 は
何 れ も大蔵省 出身者が 占めた。
次長以下 の実務担当者であ る事務 官は、陸軍 ・外務 ・拓務か らの兼任 の他に、専任 は3名
とい う小所帯 であ った。専任事 務官であ る歴代 の庶務課長 ・殖産課長(の ちに経済課長)・
行政 課長(の ちに監理 課長)は 以下 の通 り。
庶務課長:増 田甲子七(内 務省)→ 竹内徳治(大 蔵省)→ 高辻武邦(内 務省)
殖産課長:竹 内徳治(大 蔵省)→ 日下部滋(大 蔵省)→ 吉田晴二(大 蔵省)
行政課長:山 越道三(拓 務省)→ 関外余男(内 務省)→ 高辻武邦(内 務省)
→松崎建吉(大 蔵省)→ 古木隆蔵(大 蔵省)
対満事務局の場合、次長以下の各課長の多 くは大蔵省出身者によって占められていた。
庶務課は内務省、殖産課(の ちに経済課)は 大蔵省、行政課(の ちに監理課)は 内務省と








いた一例 として、1936年 末から懸案 となっていた 「日満官吏交流」を取 り上げるが、同時
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務局からは山毬道三(行 政課長)、内閣官房(総 務課)か らは三橋則雄(書 記官)・佐藤朝生
(書記官)・佐野小門太(理 事官)、 法制局からは樋貝詮三(第 二部長兼恩給局長)・ 佐藤基
(参事官)・佐藤達夫(参 事官)・大場茂行(参 事官)・深沢家治(参 事官)が 参加した15。
この会議での各人の発言から日満間の官僚人事に関する興味深いいくつかの点を読み取
ることが出来る。
まず、関東軍の立場 も代弁している片倉は、満洲国では 「今ハ現地補充 ヲ原則」 とし、













て非常に不満が強 く、また 「帰 ッテ来ルト損 ヲスル」ので満洲国行きは 「相当ノ犠牲」だ
と指摘 した。樋貝の発言からは、内地官僚が満洲国へ行 くことに対する抵抗があり、その
原因が心理的なものと官等陞叙の問題であることを明らかにしている16。
15「 日満官吏交流に関する件」(国 立公文書館所蔵)。 以下、会議の記録はこれに依 る。
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確かに満洲国へは、岸信介 ・星野直樹 ・椎名悦三郎 ・松田令輔 ら満洲国で華々しく活躍
した革新官僚と呼ぼれる率先して渡 った者ぼか りではなく、各省内の 「古手役人のうばす
て山」となっていた側面もあった。例えば、岸が渡満するに先立 って商工省では、満洲国
側からの割当的な要請に対 して高橋康順(特 許局審判部長)が 実業部総:務司長送 り込 まれ
た。実業部総務司長は高橋の後任に岸が着任 したことからも分かるように、満洲国の産業
開発にとって重要なポス トであったが、高橋 自身は 「毒にも薬にもならない存在」であっ
て、岸を手放 した くなかった商工省が 「渡 りに舟」 と送 り込んだのが実情であった17。
この会議は、結論が出ないまま意見交換で終わ り、 この後は意外 と長期にわたって議論

























としては、大蔵省から関東軍経済顧問 となった原邦道の回想に詳 しい(原 邦道 『邦道随想録』講
談社出版サービスセンター,1974年,220～227頁)。
17日 本評論新社編 ・発行r美 濃部洋次追悼録 洋々乎』(1954年)40～42頁 。
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を再確認した うえで、帝国全体から植民地官僚 と人事交流を再検証する必要があろ う。
これからの課題としては、以上のような前提に立 って植民地間の人事交流をより詳細に
分析することも必要であるが、直轄部署と所属官署の違いによる内地との関連性や特定の









(キャリア官僚)を 「植民地官僚」 と定義づけ、彼 らの形成に重要な意味を持つ人事交流の
分析を行 う。
具体的には、中継 ・調整 ・交流の3つ のキー ワー ドによって、まず統治人材の中継基地
として植民地官僚形成に一定を役割を果たしていた関東庁(関 東都督府)を 取 り上げ、つ
いで人材交流の調整機関としての拓務省が持っていた側面を分析、最後に満洲国と内地官
庁との官僚人事交流の一端を明らかにする。
以上の検証を通じて、植民地間の人材交流の実態を解明する上で関東庁と拓務省が占め
る位置を明らかにし、満洲の重要性を再確認した うえで、帝国全体から植民地官僚と人事
交流の再検証を提起する。
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